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その他（地方譲与税、地方特例交付金など）
　6億5,901万円

町債　6億2,550万円

地方交付税
　7億5,460万円

国・県支出金
　20億5,983万円

その他（諸収入、繰
入金、繰越金など）
16億964万円

分担金及び負担金　6,676万円
使用料及び手数料
　1億1,293万円

町税　49億4,121万円

自主財
源

　
62
.2
％

 
 

　　　 
 

※詳細は、町ホームページで公表します。

民生費　　34億2,880万円
【主な事業】
小児医療費助成事業
放課後子どもプラン事業（朝の居場所づくり等）
子ども・子育て支援新制度運営事業
高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定等事業
地域密着型サービス介護施設等整備事業
障害者医療費助成事業
自立支援給付事業
地域生活支援等事業
臨時福祉給付金経済対策分給付事業
在宅介護支援事業

7,849万円
1,957万円

3億2,498万円
124万円
8,077万円

1億7,040万円
4億5,630万円
4,704万円
117万円
204万円

町村情報システム共同運営事業
戸籍住民基本台帳運営事務事業
個人番号交付事務事業
防災設備維持管理事業
参議院議員通常選挙関連事業
公共建築事務事業
（公共施設等総合管理計画の策定等）

6,835万円
2,689万円
1,042万円
1,706万円
2,006万円

280万円

総務費　　16億9,234万円
【主な事業】

保健衛生総務運営事業
健康増進事業（おあしす24健康おおいぞ等）
再生エネルギー等推進事業
(仮称)リサイクルセンター整備事業
ごみ処理広域化運営事業
し尿処理施設維持整備事業

447万円
324万円
85万円

4億4,093万円
6,730万円
4,223万円

学校給食運営事業（小・中学校）
支援教育推進事業
スポーツ健康イベント事業(チャレンジフェスタ)
子どもスポーツチャレンジ事業
国府小学校施設整備事業(屋上防水改修）
郷土資料館施設整備事業(中庭整備工事）
郷土資料館リニューアル事業
旧吉田茂邸維持管理事業

4,721万円
2,358万円
110万円
35万円
682万円
645万円
7,391万円
5,487万円

大磯港みなとオアシス推進事業
公園トイレ改修事業(なかまる公園・化粧坂公園）
運動公園長寿命化対策事業
準用河川改修事業（血洗川）
都市計画決定事業
大磯67号線整備事業
国府本郷16号線整備事業
橋りょう長寿命化修繕事業
道路ストック定期点検事業
狭あい道路整備事業
国府本郷西小磯１号線整備事業
都市交通推進事業

455万円
1,091万円
2,804万円
785万円
150万円
240万円
259万円
3,113万円
917万円
3,964万円
2,516万円
1,971万円

議会費
労働費
農林水産業費
商工費
災害復旧費

1億3,910万円
2,131万円
1億212万円
1億3,894万円

146万円

消防指令センター共同整備(平塚市･大磯町･二宮町)
救急･救助等活動(水難救助用水上バイク購入等)
小型動力ポンプ付積載車購入

8,899万円
824万円
1,725万円

衛生費　　12億9,227万円
【主な事業】

土木費　　11億1,013万円
【主な事業】

教育費　　11億154万円
【主な事業】

消防費　　5億5,404万円
【主な事業】

その他　　4億295万円

公債費　　6億3,361万円
借りたお金の返済 6億3,361万円
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平
成
28
度
年

一
会
般

計

告
報
算
決

告
報
算
決

決
算
の
概
要
を

　
　
　報
告
し
ま
す

■

歳 

出

■

歳 

入

　　問財
政
課
　
☎
内
線
２
１
９

45.6％45.6％

19.0％19.0％

6.1％6.1％

　平
成
28
年
度
の
歳
入
決
算
額
は
、

１
０
８
億
２
，
９
４
８
万
円
で
前
年

度
と
比
べ
２
億
７
，
６
５
８
万
円
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　町
の
収
入
の
根
幹
と
な
る
町
税
に

つ
い
て
は
、
49
億
４
，
１
２
１
万
円

で
前
年
度
よ
り
２
，
６
８
５
万
円
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
主
な
要
因
は
、

町
内
温
泉
施
設
の
営
業
休
止
に
伴
う

入
湯
税
の
減
、
法
人
税
割
の
減
少
に

よ
る
法
人
町
民
税
の
減
に
よ
る
も
の

で
す
。
一
方
、
家
屋
の
新
築
等
に
伴

い
固
定
資
産
税
は
増
加
し
ま
し
た
。

ま
た
、
地
方
消
費
税
交
付
金
は
、
個

人
消
費
の
伸
び
悩
み
や
企
業
収
益
の

減
少
な
ど
に
よ
り
減
額
、
地
方
交
付

税
は
、
算
定
単
位
の
変
更
な
ど
に
伴

う
普
通
交
付
税
の
減
少
及
び
災
害
関

連
な
ど
の
特
別
な
財
政
需
要
に
対
し

て
交
付
さ
れ
る
特
別
交
付
税
の
減
少

に
よ
り
減
と
な
り
ま
し
た
。

 

今
後
、
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
化

な
ど
を
受
け
、
町
税
の
減
少
が
予
想

さ
れ
る
な
か
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
維

持
し
、
安
定
し
た
運
営
を
行
う
た
め

に
は
、
新
た
な
財
源
の
確
保
な
ど
が

課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　平
成
28
年
度
の
歳
出
決
算
額
は
、

１
０
２
億
１
，
５
６
８
万
円
で
前
年

度
と
比
べ
１
億
３
，
７
３
１
万
円
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　主
な
理
由
と
し
て
は
、
普
通
建
設

事
業
費
が
（
仮
称
）
リ
サ
イ
ク
ル
セ

ン
タ
ー
整
備
の
実
施
な
ど
に
よ
る
増

加
は
あ
る
も
の
の
、
自
転
車
駐
車
場

整
備
や
ご
み
処
理
施
設
等
解
体
の
終

了
、
旧
吉
田
茂
邸
整
備
に
係
る
事
業

費
の
減
少
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　一
方
で
、
歳
出
の
20
．
６
％
を
占

め
る
人
件
費
は
再
任
用
職
員
や
任
期

付
短
時
間
勤
務
職
員
数
の
増
加
な
ど

に
よ
り
増
、
物
件
費
は
中
学
校
給

食
・
調
理
配
送
等
業
務
委
託
や
旧
吉

田
茂
邸
オ
ー
プ
ン
に
向
け
た
模
型
製

作
委
託
の
実
施
な
ど
に
よ
る
増
、
扶

助
費
は
消
費
税
率
引
上
げ
に
よ
る
影

響
を
緩
和
す
る
た
め
暫
定
的
・
臨
時

的
に
年
金
生
活
者
等
支
援
分
と
し
て

給
付
し
た
臨
時
福
祉
給
付
金
な
ど
に

よ
る
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　町
で
は
、
限
ら
れ
た
自
主
財
源
の

ほ
か
に
活
用
で
き
る
国
庫
支
出
金
や

県
支
出
金
な
ど
の
依
存
財
源
に
つ
い

て
も
最
大
限
に
確
保
し
、
総
合
計
画

後
期
基
本
計
画
の
着
実
な
推
進
と
継

続
し
た
取
組
み
を
踏
ま
え
て
事
業
を

実
施
し
ま
し
た
。


